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Abstract 

The purpose of this paper is to improve the community-based physiotherapy programs in 

physiotherapy education in Korea and Japan. The study was conducted by a visiting team in Pusan, 
Korea, consisting of physiotherapists from Korea and Japan. 

The subjects were twenty-four participants selected from patients who had been discharged from Inje 

University Hospital. Two evaluation tools were used. One was the Barthel Index, used to assess ADL, 

and the other was an assessment by the Family Relationship Chart, an assessment tool concerning 

human relationships between the patient and his/her family members. 

The study found that there are almost no public service resources, especially community-based 

physiotherapy, for the disabled persons at home in this area. It seemed that the spouses' enthusiastic 
care negatively affected their husbands' motivation to recover. This study suggests that 

physiotherapists in Korea need to focus on patients and families after patients have been discharged 
from hospital. How to intervene in the relationship between disabled persons and their families at home 

is an important issue that should be tackled in physiotherapy education in Korea and Japan. 

(J. Aomori Univ. Health Welf. 7 (1): 1— 8 , 2006)
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Iは じめに

本研究の目的は、韓国における在宅障害者の生活 と介

護状況 を面接調査によって明らかにし、 日本国内の現状

と比較 しなが ら両国の地域理学療法 に関わる教育プログ

ラムの改善を図ることである。研究プロジェクトは、青

森県立保健大学 と韓国仁濟大学校の教員によって2003年

5月 に組織された。調査 は2003年11月 と2004年5月 の2

回実施された。調査にあたっては、青森県立保健大学倫

理委員会の承認を得た上で、韓国側の事情 を考慮 しなが

ら倫理的配慮 を行った。

日本 と国情が異なるとはいえ韓国は儒教思想の色濃 く残

る国であ り、在宅障害者 に対 しては家族による介護が当

然の義務 とされる傾向がある。一方、日本では急速な少

子高齢社会への移行に伴い、家族による介護負担が限界

に達 し介護保険によるサービスが主役 を担 うようになっ

た。日本にとって韓国の家族介護の現状は参考 になるも

のが多 く、一方、地域理学療法に係わる日本の理学療法

士の知識や技術を、今後韓国側に提供で きる可能性があ

る。
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Ⅱ研究方法

　 1　 日本側の調査

　 先行研究として、青森県立保健大学の理学療法学科及

び看護学科教員による研究チームが、1999年 から2002年

までの3年 間に青森県下北地域 において実施 した 「ケア

マネジメントの地域実践計画 と教育方法改善のための研

究」1、2)の調査資料 を使用 した。その概要は次の とお りで

あった。

　 (1)方 法

　 理学療法士(本 研 究者 ら)と 地域の保健医療福祉職

　(保健師、看護師、ソーシャルワーカーら)に よる訪問

調査 によって基礎資料 を収集 した。得 られた資料に基づ

いて個別の訪問指導計画を策定 し、平均8ヵ 月後に介入

による効果の測定を行った。

　 評価方法は、在宅障害者の 日常生活活動(以 下、AD

Lと 略)の 評価 として、Barthel指 数のGrangerら3)に

よる修正版 を使用 した。この修正版Barthel指 数は15項

目の評価指標から構成 され、「自立」「要介助」「不能」の

3段 階で判定するようになっている(最 低0点 か ら最高

100点 、以下、BIと 略)。 この段階区分に関 しては、先

行研究4)に 準 じて 「難アリ」を加 えて4段 階 とし、また

配点を一部補整 し使用 した。

　 また、障害者 と家族の人間関係評価 として、伊藤 ら5)

による在宅障害者家族関係評価表(最 低0点 から最高36

点、以下、家族関係評価表 と略)を 使用 した。家族関係

評価表は障害者側の3つ の指標(身 体機能、回復意欲、

社会参加)を 、家族側の3つ の指標(介 護負担度、障害

理解 の程度、社会参加)と 対比 させて3段 階尺度で得点

化 し、六角形のレーダーチャー トに示す ことができるよ

うに構成されている(資 料として調査票 を添付)。

　 (2)対 象

　対象地域 は、青森県下北地域 に位置す るO町(人 口

6,251人 、2003年5月1日 現在、以下同じ)、H村(人 口

7,837人)、R村(人 口12,188人)の3か 町村であった。

対象地域の共通性 としては、本州最北端の太平洋側に位

置 し農漁業 を主産業 とする過疎地帯であ り、原子力発電

建設地や核燃料処理施設を有 していることである。地域

の保健医療資源としては小規模病院や診療所があ り、地

域保健センターとともに地域住民の健康を担っている。

対象者は、地域の共同研究者から選定された在宅障害者

57人(男32人 、女25人 、平均年齢69.5歳 、標準偏差10.7

歳)と 主な介護者(以 下、介入群)で あった。原因疾患

は、脳血管障害が44人(77.2%)で 最 も多 く、整形外科

疾患6人(10.5%)、 その他7人(12.3%)で あった。主

な介護者 は、配偶者が35人(62.5%)で 最 も多 く、つい

で子が12人 、嫁が9人 、その他1人 であった。対照群 と

して県内の津軽地方と南部地方か ら類似の規模 を有する

N町(人 口10,654人)と 、Y町(人 口5,373人)を 選定

し、27人 の在宅障害者(男15人 、女12人 、平均年齢70.5

歳(標 準偏差8.5歳)と 主な介護者(以 下、非介入群)が

選択 された。

　 2　 韓国側の調査

　 (1)方 法

　 韓国における調査 は、2003年11月 の試行調査 と、2004

年5月 の本調査の2回 実施 された6、7)。本調査は韓国側研

究者によって選択 された20例 を対象 とし、そのうち15例

は仁濟大学校附属白病院のリハビリテーション科外来に

おいて、他の5例 は自宅訪問により実施 された。

　 面接時には、必要により障害者に対する運動動作の指

導や、家族に対する介助方法の指導を行った。その場合

はリスク管理 に留意 し、表情の変化や携帯型血圧計及び

動脈血酸素飽和度測定機器 を使用 し異常のないことを確

認 した。訪問時間は平均約1時 間であった。以下、試行

調査 と本調査 をまとめて韓国側調査を 「釜山群」と称 し、

日本側調査を 「青森群」 として記述する。

　 評価方法:先 行研究と同様に、在宅障害者のADL評

価 としてBIを 、また家族の人間関係を評価するために

家族関係評価表を使用 した。家族関係評価表に関しては、

石川 ら8)の 先行研究に従い、得点の高い事例ほど家族関

係が良好な状態 にあり、逆に低い場合は生活への適応に

何 らかの困難 さがあるという仮説のもとに、I群 からⅣ

群に区分 し次のような意味付けを行 った。

　 I群(28～36点):障 害者と家族がともに現在の生活に

　 十分対応 している群

　Ⅱ 群(19～27点):障 害者 と家族が現在の生活状態から

　 さらに拡大 しつつある群

　Ⅲ 群(9～18点):家 族の理解不足のため障害者が過保

　 護の状態にある群

　Ⅳ 群(0～8点):障 害者 と家族 との関係が希薄で、お

　互いが疎外 されている群

　 この意味付けにより、Ⅰ群 とⅡ群を 「適応群」、Ⅲ群 と

Ⅳ群を 「非適応群」 と見な した。

　 なお、家族関係評価において、釜山群は対象者が重度

な事例が多かったため、家族関係評価の質問に対す る回

答が得 られないことが分った。そのため日本側 と同様 に

比較することは適切でないと判断 し、本稿 においては青

森群、釜山群 ともに家族側の得点(最 高18点 、最小0点)

のみを抽出し、両者のデータを比較 した。

　地域ケアに関する社会的サービス資源については、本

研究の関係者及び対象者か ら情報 を収集 した。

　 (2)対 象

　対象地域は、韓国最南端の 日本海に面 した釜山市であ

る。人口100万 人 を擁する釜山市はソウルに次ぐ韓国第二

の都市で、仁濟大学校附属 白病院をは じめ医療機関には
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恵まれている。対象者は仁濟大学附属白病院を退院 した

主 として脳血管障害後遺症者の中から承諾の得 られた24

人 と、主に介護 を担当している家族である。後遺症者の

性別は男性が20人 、女性が4人 であった。対象者の平均

年齢は48.8歳(23～64歳)で あった。原因疾患は脳血管

障害が15人(62.5%)、 その他(不 明を含む)9人(37.5%)

であった。脳血管障害者の発病からの経過年数は平均3

年1ヶ 月(3ヶ 月～10年3ヶ 月)で 、そのうち1年 以内

が7人 であった。主な介護者は配偶者が16人(67%)で

最 も多 く、ついで親2人 、ヘルパー1人 、その他5人 で

あ った。

Ⅲ　結果

(1)青 森群

　①　介入群に対 しては、約2年 半にわたって1か 月に

1回 の定期的な訪問指導を実施 し、平均8か 月(6～24

か月)後 に前後の成績が比較 された。結果は訪問指導の

有無とBI得 点に関連性が認め られ、介入群ではADL

自立度の向上する場合が多 く、非介入群ではADL自 立

度が維持にとどまる傾向にあった(表1、2、3、 図1)。

表1　 BI得 点の変化別にみた介入群 ・非介入群の人数 表2　 表1の 調整済み残差

訪問指導の
　 有無

介入群

非介入群

向上
34(59.6)

　 27.8

7(25.9)

　 13.2

BI得点の変化

不変'

17(29．8)

　 21.7

15(55.6)

　 10.3

氏下 計
6(10.5)　 57(100.0)

　 7.5　 　 　 　 -

5(18.5)　 27(100.0)

　 3.5　 　 　 　 一

訪問指導の　 有無 向上

介入群 　 　 　2.9†

非介入群 　 -2.9

BI得点の変化

不変
　 　 *-2 .3

2.3

低下
-1 .0

1.0

*:P<0.05　 　†:P<0.01

Oは%.下 段は期待度数.

表3　 ロジッ トログ リニア分析結果(日 本)

　 の　
モデ ル オッズ比(95%CI*)　 標 準誤差 Z

Entropy

適合度
Concentration

[介 入 群][BI得 点 向 上]3.89(0.98～15.49)　 0.7057 1.93 0.049 0.063

*confidence　 interval.

非介入群群(n=27)

初回BI得 点 2回 目BI得 点

初回ADL 2回 目ADL

介 入群(n=57)

初回BI得点 2回 目副得点

初回ADL 2回 目ADL

GOODNESS　 of　FIT　SUMMARY:

Chi-square=1.343(1df)p=.247　χ2/df=t343

GFI=.984　 AGFI=.906　 CF1=.997　 RMSEA=.065

　　　　　　　　　　　　　　　　　 図1　 共 分散構造 分析結果(ADL)(日 本)

数値は全て非標準化推定値。*潜 在変数の平均、†切片。丸は潜在変数、四角は観測変数。丸から丸への片方向矢印線数値は因果係

数。図は、共分散構造分析の平均構造モデル(多 母集団同時分析)を 示す。本分析にて被検者割付のばらつきを潜在変数の平均で

みた結果、初回の介入群のADL自 立度は対照群より低いことが示されている。同分析法で、そのばらつきを調整 したうえでの介

入群の 「2回 目ADL」 の切片が7.74(P<0.05)で あることから、　ADL自 立度が向上 したことがわかる。
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　一方、家族関係評価においては介入群、非介入群 とも

に改善されてお り、訪問指導によって改善されたとはい

えないものの、介入群では初回よりも2回 目の得点が有

意に高かった。(表4、 図2)

　② 本研究が契機となって、青森県立保健大学では下

北地域の保健医療福祉専門職 との連携強化が図 られ、定

期的な研修会や研究発表会が行 われるようになった。ま

た同地域において看護学科や理学療法学科の実習 をは じ

め、大学院生の研究が同地域 をフィール ドとして行われ

るなど、地域 と大学 との連携体制が整備 されるように

なった。

表4　 家族関係評価表得点の変化別 にみた介入群 ・非介

　　　入群の人数(日 本)
'訪問指導

の

　　有無

介入群

非介入群

家族関係評価表得点の変化
向上
37(66.1)

　 35.3

16(64.0)

　 15.7

不変　　 低下
7(12.5)

　 6.2

2(8.0)

　 2.8

12(21.4)

　 13.1

7(28.0)

　 5.9

計
56(100.0)

25(100.0)

Oは%.下 段は期待度数.

非介 入群(n=27)

初回家族関係[障害者]
　　　尺度得点

初回家族関係[家族]
　　 尺度得点

2回 目家族関係[障 害者]

　　　 尺度得 点

2回 目家族関係[家 族]

　　 尺度得点

初回家族関係
1.93

2回 目家族関係

0.24* 0†

介 入群(n=57)

初回家族関係[障害者]
　　　尺度得点

初回家族関係[家 族]

　　 尺度得点
2回 目家族関係[障 害者]

　　　 尺度得点

2回 目家族関係[家 族]

　　 尺度得点

初回家族関係
0.63

1.13*(P=0.21)

2回 目家族関係

1.09†(P=0.23)

GOODNESS　 of　F1T　SUMMARY:

Chi-square=2.283(2df)p=.319　χ2/df=1.141

NFI=.997　 CFI=1.OOO　 RMSEA=.042

　　　　 　　　　　 　　　　　 図2　 共分散構 造分析結 果(家 族 関係)(日 本)

数値は全て非標準化推定値。*潜 在変数の平均、†切 片。丸は潜在変数、四角は観測変数。丸から丸への片方向矢印線数値は因果係

数。図は、共分散構造分析の平均構造モデル(多 母集団同時分析)を 示す。介入群において、「初回家族関係」の平均は1.13(P

=0 .212)、「2回 目家族関係」の切片は1.09(P=0.228)で あ り、両者とも5%水 準 で有意でない。したがって、家族関係は訪問指

導によって改善したとはいえないことがわかる。

(2)釜 山群

　対象 とした24例 について、ADL評 価(BI得 点)お

よび家族関係評価得点 を一覧表に示 した(表5)。

　①　 ADL評 価 は、　BI得 点の低い順に全介助(0～

40点)、 部分介助(41～80点)、 自立(81～100点)の3群

に区分 した。 全介助群は8人 、部分介助群は7人 、自立

群は9人 とほぼ同比率であった。

　② 家族関係評価は、障害者側 と家族側(家 族以外の

介護者 も含 む)のデータが完全な22人 について集計 した。

石川 ら8)の 意味付けによる区分では、I群(0～8点)

は1人 、Ⅱ群(9～18点)は10人 、Ⅲ 群(19～27点)は

9人 、Ⅳ群(28～36点)は2人 であった。この分類 によ

ると、適応群(11人)と 非適応群(11人)は 半数ずつで

あった。
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表5　 釜山群 におけるADL評 価および家族関係評価得点

事例　　性別　　年齢 病名

　　　　　　　 BI*

障害の状態　　得点

家　族　関　係　評　価**

本 人(18}　 家族(18)　 合 計36))

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1112

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

男

男

男

女

男

男

男

男

女

女

男

男

男

女

男

男

男

男

男

男

男

男

男

男

57

62

47

48

39

47

50

44

37

68

37

24

57

59

65

45

37

30

57

56　

56

56

くも膜下出血

脳内出血

脳内出血

脳内出血

脳内出血

くも膜下出血・
　 脳内出血

脳内出血

脳内出血

　脳内出血

　脳内出血

　脳内出血

　脳内出血

　 脳損傷

　 脳障害

　脳内出血

　脳内出血

　脳内出血

　 脳障害

　脳内出血

　脳内出血

　 脳出血

　 脳出血

　 脳梗塞

　脳内出血

左片麻痺

左片麻痺

右片麻痺

右片麻痺

左片麻痺

左片麻痺

右片麻痺

左片麻痺

右片麻痺

左片麻痺

左片麻痺

左片麻痺

右片麻痺

左片麻痺

右片麻痺

右片麻痺

その他

右片麻痺

右片麻痺

四肢麻痒、寝たきり

　左片麻痺

左片麻痺、寝たきり

寝たき り

100

53

99

100

176

100

75

94

100

55

100

25

100

48

25

89

60

100

1

27

1

1

14

8

10

10

11

10

10

8

7

16

6

12

9

15

12

6

13

8

5

12

10

6

6

8

12

12

12

12

10

14

8

10

14

4

13

14

9

8

6

3

26

18

10

16

17

18

10

20

19

28

18

12

19

29

20

16

27

4

21

19

9

8

6

3

*BI:Barthel　 Index得 点(総 合100点)

**家 族関 係評価得 点:本 人 ・家族 の配 点、各18点(総 合36点)
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　 (3)ADLと 家族関係評価の 日韓比較

　 BI得 点 と家族関係評価得点 との関連性 については、

前述のように家族側の評価得点のみを抽出 し、家族関係

評価の3つ の指標について共分散構造分析 を用いて分析

した(図3)。 青森群の資料では、介護者の 「障害理解」

1 2 3

生活者が多いのに対 し、釜山群は大都会の中心部であ り

医療機関には比較的恵まれていた。 しか し、 日本のよう

な社会的なサービス資源は整備 されていなかった。また

青森群 の多 くは一戸建 ての住宅で生活 しているのに対

し、釜山群は殆 ど集合住宅での生活者が多かった。青森

群ではほぼ全員がベッ ドを使用 しているが、一方、釜山

群の約半数は茣蓙 に布団を敷いた生活であった。

BI　セルフケア

　 BI
排泄コントロール

　 BI
移動移乗動作

4

.83

一
..29

.5 5

ADL

.57

1．01

-. 06

介護得点計 理解得点計 参加得点計

.40
.28

　　　　 図3　 共 分散構造 分析結果(日 本)

数値は全て標準化推定値。丸は潜在変数、四角は観測変数。

四角から丸、および丸から四角への片方向矢印線数値は因果

係数。潜在変数[ADL]か ら四角への片方向矢印線数値は影

響指標。丸囲み数字は誤差変数。図は、MIMIC(Multiple

Indicator　Multiple　Cause;多 重指標多重原因)モ デルを示す。

両方向矢印は共分散であり、共分散構造分析では通常、外生

観測変数問に設定する。因果係数の大小は影響の強さをあら

わし、介護者の 「障害理解」の程度が障害者のADL自 立度

に影響を及ぼしていることが分かる。さらに、影響指標から、

その影響の強さは、移動移乗動作、セルフケア、排泄コント

ロールの順に大きいことが示 される。

の程度が、障害者のADL自 立度に影響 を及ぼしてお り、

その影響の強さは、移動移乗動作、セルフケア、排泄の

コン トロールの順であった9)。 しか し、釜山群の資料で

は上記の分析モデルでは適合度指標が低 く、データにモ

デルが適合 しないことが示 された。 これはデータ数の不

足や対象者の年齢の違いなどによって、ADL及 び家族

関係得点構造の差異が影響 しているものと考えられた。

　 (4)日 常生活面での日韓比較

　本研究において、 日本 と韓国の保健医療制度上の相違

だけでなく、日常生活面の相違が明 らかにされた。すな

わち青森群は医療機関には恵まれない農漁村過疎地域の

Ⅲ　考察

　 1　 日韓の家族介護について

　 2000年 までの韓 国の65歳 以上の高齢者 は、全人 口の

6.8%と 比較的低い現状 にあった。しか し最近は日本 と同

様 に高齢者人 口は急増傾向を示 し、2010年 には9.4%、

2021年 には13.1%と 予想 され10)、韓国統計庁による最近

の発表では、2010年10.9%、2020年 には15.7%と 報告 さ

れている(「将来人口特別推移結果」2005年1月)。 いず

れに しろ高齢化社会の到来は必至のこととして、 日本の

少子高齢化対策が注 目されている。

　他方、高齢化対策として導入 された介護保険制度のも

とで介護の社会化を進めている日本の現状からみると、

韓国の儒教思想に基づ く家族関係のあり方は学ぶべ きも

のが多い と思われた。韓国の女性 は、結婚後夫のために

生涯尽 くす という意識が強 く、この傾向は今回の全対象

者に見 られた。このような介護の熱意は、本研究の対象

者が日本側の高年齢層 に比べて成年層が多かったことも

あって、主な介護者である配偶者の年齢 も相対的に若い

ことによるのかもしれない。このような韓国の社会通念

が、一方ではリハビリテーションの理念でもある障害者

の自立への意欲 を失わせるのではないかと懸念された。

　 2003年11月 に訪問できた6家 族は、全て成人男性で重

度な脳出血後遺症者であった。いずれも大学病院での急

性期治療 を終えて自宅退院した人たちで、機能回復の可

能性 はないと見なされていた。韓国では、在宅療養 を維

持するために必要な設備や、医療 ・看護 に必要な器具を

自費で購入 した り、民間保険からのサービスを受けるこ

とがで きるのは、一部の経済的に恵 まれた家族であった。

　訪問 した中の4家 族 は、高層マンションの自宅で子 ど

もが独立 した後の夫婦だけの生活で、ある介護者は独力

で褥創処置、胃痩栄養、留置カテーテルや気管カニュー

レ交換 まで全てのケアを行 っていた。 日本であれば、当

然、在宅医療や訪問看護の対象 となると思われたが、そ

のような地域ケアサービスはほとんど無 く、近隣に住む

子 ども達 を含む家族の介護力に委ねられていた。釜山地

域には慢性期 リハビリテーション治療 を行 う施設が少な

いため、家族がテレビなどから情報 を収集 し、試行錯誤

しなが ら介護にあたっていた。

　 しか しなが ら、夫の介護による腰痛や精神的なス トレ

－6－



スが高 じてうつ状態の妻が見 られたように、在宅ケアは

韓国の家族にとって 日本同様に深刻 な問題 と思われた。

青森群の調査で明らかにされた介護者の 「障害理解の程

度」が、障害者のADL自 立度に影響を及ぼす という結

果は、韓国側においても専門職による家族への支援は緊

急の課題であると考えられた。

　 2　 地域理学療法に関する現状

　本研究では韓国側のデータが不足であったが、同一の

評価方法を使用 したことにより、ある程度の比較 と今後

の方向性が示唆された。現在の韓国では地域理学療法や

在宅ケア等に係わる社会的資源は殆 どない状態である。

しか し、この分野に関する関係者の認識は高 く、近い将

来は大 きく発展する可能性がある。

　韓国の理学療法教育の現状 は、 日本以上に急性期患者

を対象 とする機能障害の改善に向けられ、家族 を含む生

活への適応や障害予防に係わる問題に対する関心は高い

とはいえない。見方をかえると、韓国の伝統的な社会規

範や慣習への挑戦 ともいえるリハ ビリテーションの理念

を導入するために、時間をかけて地道な取 り組みが不可

欠である。そのためにも大学間の教育研究交流や、職能

団体間の学術交流 を拡大 し実績を積み重ねてい くことが

必要 と考える。

　 日本理学療法士協会の調査 によると、 日本の理学療法

士の主な職場は医療施設(約80%)で あ り、行政機関や

地域社会で活躍す る人材 は極めて少ない11)。韓国で も日

本以上に殆 どの理学療法士は医療施設に就職するが、就

職先は圧倒的にソウルや釜山のような都市部の医療施設

が多い。また大都市以外では東洋医学による医療が主流

であ り、理学療法士 に対する需要は殆 どない との声が聞

かれる。将来の高齢化対策 として、韓国側が介護保険制

度をは じめ日本の地域理学療法教育の現状に注 目するの

は、そのような社会的背景があるためと思われる。

　 3　 本研究の限界 と今後の課題

　 本研究の限界 としては、地域ケアに関する視点が理学

療法士か らのものであ り、対象地域 も一部の地域に留ま

り、例数が少なかったこと、 また韓国群の平均年齢が青

森群よりも約20歳 若いことである。さらに調査に使用 し

た評価方法 についても問題点があげられた。すなわち家

族関係評価 は、在宅障害者 と介護者の両者に対する指標

か ら構成 されているので、重度障害のために対話が困難

な場合 には適用できない。そのため釜山群では重度障害

の対象者が多かったこともあって、実際には家族側の得

点のみを抽出し分析 した。結果 として家族に対する評価

指標だけで も、在宅障害者の家族関係をある程度明らか

にできることが示唆 された。

　 今後、調査方法の改善を図 りなが ら、韓国側の医療に

恵まれない農村地域の高齢障害者を対象 とする調査 を行

い、青森県側 との比較 をより明らかにしてい きたい。ま

た本研究が実践に結びつ くようにさらに連携を深め、継

続することが課題 と考えている。

Ⅴ　おわ りに

　青森県立保健大学と仁濟大学校の教員による共同研究

により、韓国 ・釜山地域の在宅障害者の実態 と課題を明

らかにすることができた。地域理学療法に係る両国間の

比較研究としては今回が緒 についたばか りであるが、高

齢者ケアに関わる教育プログラムを検討する上で多 くの

示唆 を得 ることができた。

　韓国と日本では医療制度や社会的環境の違いはあるに

しても、障害者 に対する家族の 強い絆が、逆に障害者の

自立 を妨げているように思われる。韓国の伝統的な慣習

や社会的通念に係わるこの課題は、今後保健医療福祉教

育の面か ら両国が協力 し取 り組んでいかなければならな

いQ
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参考資料

調 査 茜示

地区名　　　　　　地区/調 査 日:平 成　　 年　　　月　　　日/調 査者

対象者氏名　　　　　　　　　　　 (男 ・女)　 　 生年月日M・T・S　 　年__月_日

病名　　　　　　　　　　　障害名:右 片麻痺 ・左片麻痺 ・その他

発症年月日:① 　　　　　年_月,　 日(リ ハ経験:有 ・無)

　　　　　　② 　 　 　 　年 　　月　 　日(リ ハ経験:有 ・無)

通院の有無:無 ・有(医 療機関名　　　　　　　　　　　　　　 ,リ ハ:有 ・無)

デイケアまたはデイサービス:有 ・無(施 設名　　　　　　　　　　　　　　 )

在宅介護支援センターのサービス:有 ・無(団 体名　　　　　　　　　　　　　)

訪問看護等のサービス:有 ・無(団 体名　　　　　　　　　　　　　　　　　 )

主な介 蔑者:配 偶者 ・嫁 ・子 供(息 子 ・娘)

健 康状態:良 ・不 良

(通 院:有 ・無)

年齢

腰痛(重 ・軽)

疲 労(重 ・軽)

.歳

その他

《Barthel　Index》

1.食 事

2.上 半 身更衣

3.下半 身更衣

4.整 容

5.清 潔 ・入浴

6.浴槽 への移動

7.尿 のコ ントロール

8.便 のコン トロール

9.ト イ レ移 動

10.ト イ レ後始末

11.椅 子へ の移動

12.平 地歩行45m

13.階 段昇降

14.装 具の着脱

15.車 椅 子移動

総合点

自　立

10

5

5

5

4

1

10

10

6

4

15

15

10

0

15

難アリ

5

5

5

5

4

1

10

10

5

4

15

10

10

0

15

介　助

1

3

2

0
、

0

0

5

5

3

2

7

10

5

-2

0

不　能

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

/100　 点

理　解

【障害者家族関係評価図】

介　護 身　体

社会参加

総合得点

社会参加

意　欲

/36点

I　群

Ⅱ　群
Ⅲ　群
Ⅳ　群

*備 考 ・その他

(36～28点)

(27～19点)

(18～10点)

(9～0点)
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